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研究計画内容 4 世紀、突如としてヨーロッパの各地に人々が押し寄せてきた。ゲルマン

民族の大移動である。この大移動には、「1 つに人口増加による農作物の耕作

地不足。2 つめに、東方からくるフン族の攻撃への避難。」が理由として考え

られている。このように人間は、昔から絶えず時代に応じた理由によって移

動を行ってきた。今日では、その人間の移動が社会問題へと発展してきてい

る。 

 近年、消滅自治体に象徴されるように、少子高齢化を背景とした人口減少

が地方を中心に緊迫した問題となっている。一方で、都市部では進学や就職

を契機に労働人口の集中という社会的流入が生じている。人口減少は「人口

流出」に言い換えられるように、2 つの要因に起因する。1 つは、社会的理

由で人口が減少する社会的流出がある。2 つめに、出生率や災害などの自然

現象によって人口が減少する自然的流出がある。 

全国規模の人口移動に関しては、これまで多くの研究が論じてきた。田渕

（1986）は、人口移動者は他の条件が等しければ、所得を最大化すべく移動

決定を行うとした。中川（2001）は、結婚の前後に非大都市圏から大都市圏

へ移動する女子が多いと述べている。川相（2005）は、新築分譲マンション

の低価格化等の要因により、大阪と東京の都心回帰現象がみられることを明

確にした。 

そこで本研究は、第 1 に、2010 年と 2013 年の国勢調査、人口動態調査な

らびに住民基本台帳報告の兵庫県、大阪府、京都府、東京都の生産年齢労働

人口、転入－転出（社会増減率）、出生－死亡（自然増減率）データを使用し、

関西圏と東京の人口移動に差異が生じていないかを明らかにする。第 2 に、

兵庫県、大阪府、京都府の市町村データを使用し、人口規模の異なる地域で

一定の規則性があるかを検証する。最後に本研究では、いかにして兵庫県に

人を留めることができるかを検討する。 


